
新幼保連携推進

計画ってなに？

大阪狭山市教育委員会こども政策部

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・人口減少の時代に突入しています。H27国勢調査が実施されましたが、本市の人口は前回調査に比べて0.7％の減少と、残念ながら人口の微減状況となっています。　第２次ベビーブームに生まれた方々も、３０代後半から４０台になられ、今からお子さんを生もうとされる世代の人口が減ってきており、少子化に歯止めをかけるのは大変難しい状況です。・本市では、『歩いて通える幼稚園』をスローガンに小学校７校に対して市立幼稚園１０園を設置し、その後もいち早く２年保育に取り組むなど、教育に重点を置いたまちづくりを進めてきました。　しかし、子育て環境が大きく変わっていくなかで、幼稚園によっては集団保育にも問題が出てくる状況となりました。幼稚園における望ましい集団は子どもたちの健やかな育ちにとって重要なことです。・一方、保育のニーズは、少子化により就学前児童教が減少しているにもかかわらず増加しており、平成28年４月に花梨つばさ保育園を開園しましたが、さらに保育の受け皿を作っていかなければなりません。�・新幼保連携推進計画は平成２８年７月に策定いたしました計画ですが、本年度で掲げている事業が完了しつつあります。この説明資料も計画策定時の説明用をベースにしています。



少子化による就学前児童の減少
・市立幼稚園の園児の減少 望ましい集団づくり
・保育のニーズの高まり 待機児童の発生
・子ども・子育て支援新制度の施行

家庭や地域における子育て力の低下
・子育ての孤立感と負担感の増加

など

計画策定の背景

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・平成２７年から「子ども・子育て支援新制度」が施行されました。この制度で、これまで別々であった幼稚園・保育所・認定こども園共通の施設型給付という公費負担のシステムが設けられ、公立幼稚園と民間幼稚園の垣根がなくなることになりました。・核家族化や地域での人間関係の希薄化などにより、家庭や地域における子育て力が低下しています。また、少子化が進む中で保育所に入所する子どもが増えて、在宅での子育て家庭が少なく、地域で子ども同士が遊べる環境が少なく、親の子育てに対する不安感や負担感が増しています。・親子が地域から孤立しないように子育て支援体制の充実がより重要になっています。このような状況を踏まえ、限られた財源、保育や教育の専門子ども・子育て支援新制度という国の大きな制度変更のなかで、就学前のより質の高い教育・保育や充実した子育て支援の環境を整備して、本市の次代を担う子どもたちが、将来に向かって希望に満ち、健やかに育っていけるようにと平成２８年７月に、本計画を策定しました。



就学前児童数等の推移

年 就学前児童
市立幼稚園・市立こども園 保育所・認定こども園

園児数 就園率 保育申込児童 保育ニーズ 保育児童

平成１０年（1998年） 3,381人 504人 45.2％ 455人 13.5％ 428人

平成１５年（2003年） 3,254人 537人 46.8％ 606人 18.6％ 570人

平成２０年（2008年） 3,184人 465人 42.6％ 715人 22.5％ 695人

平成２５年（2013年） 2,982人 395人 36.9％ 854人 28.6％ 815人

平成２８年（2016年） 2,906人 300人 29.8％ 980人 33.7％ 954人

平成３０年（2018年） 2,535人 1,085人 42.8％

各年4月1日現在

＊平成３０年の数値は、子ども・子育て支援事業計画策定時の推計値
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・この表は、平成１０年から５年ごとに、就学前児童数、市立幼稚園の園児数（これには、市立こども園の教育利用の４・５歳児が含まれます。）、右端の保育所・認定こども園の欄では、内訳として保育申込児童、これは保育を必要とする乳幼児数です。保育ニーズはその児童数が就学前児童全体に占める割合です。保育児童は実際に保育所や認定こども園を利用している児童数で、保育申込児童との差が、いわゆる待機児童となります。・就学前児童は平成２５年に３千人を切りました。つまり０歳～５歳までの６学年平均で５００人を切ったことになります。赤字になっています平成３０年の数値は、子ども・子育て支援事業計画策定時の推計値で、平成２８年、今年の状況をみましても、ここまで少なくなることはないと考えられます。・幼稚園の園児は、５００人台から、今年は３００人と大幅に少なくなりました。４・５歳全体に占める就園率も４０％台から３０％を切る状況になっています。園の数そのものが少なくなっているとは言え、急激に少なくなっています。・保育については、５年ごとに５％前後の伸びとなっており、常に保育の受け皿の拡大を考えなければならない状況です。



学年 東幼稚園 西幼稚園 南第二幼稚園 半田幼稚園 東野幼稚園 全体

４歳児 32人 16人 12人 19人 26人 105人

５歳児 47人 22人 27人 24人 26人 146人

合計 79人 38人 39人 43人 52人 251人

市立幼稚園の園児数 平成28年4月1日現在
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・この表は、平成２８年４月１日現在の市立幼稚園５園の園児数をまとめたものです。・下の折れ線グラフの分かり易いと思いますが、東野幼稚園を除き、５歳児よりも今年入園した４歳児が少ない状況になっており、平均で３割近くの減少となっています。・本市では、子どもの育つ望ましい環境ではないとして、入園児が１０人以下になったときは、入園募集を停止することがあるとしてきました。



子育て支援拠点施設の状況

拠点施設名
開設年

及び中学校区

中学校区の
乳幼児数

（0～2歳児）
備 考

地域子育て
支援センター
わんぱくプラザ

H12年
狭山中学校

695人 池尻保育園の子育て支援事業と
して実施

市立子育て
支援センター
ぽっぽえん

H18年
南中学校

365人 南第一幼稚園の廃園施設を活用
して設置

ファンズガーデン
H17年

第三中学校
340人 くみの木幼稚園の廃園施設を活

用して設置

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・この表は、本市における現在の子育て支援の拠点施設を表したものです。・拠点施設は各中学校区に１か所設置してきました。・３つの拠点うち、わんぱくプラザは池尻保育園内に設置されており、入所児童との交流ができるなどの魅力はあるものの、保育園の運営に支障がないように利用が制約されます。・そのため、利用対象となる乳幼児が最も多い狭山中学校区内において、子育て支援の拠点施設の増設が必要になっています。



本市の課題

■ 将来を見据えた教育・保育施設の整備

■ 保育ニーズに応じた保育の提供体制の整備

■ 質の高い教育・保育の提供

■ 子育て支援拠点施設の適切な配置

計画の推進方向

１．市立幼稚園再編

再編の基本的な考え方

○５か所ある市立幼稚園施設（または敷地）の有効活用

○望ましい集団を維持するため一部を認定こども園に移行

○存続する幼稚園の充実

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・本市のこのような状況を踏まえて、見えてきた課題は○将来を見据えた教育・保育施設を整備していくこと　、　　　保育の提供体制を整備していくこと　　これまでどおりに施設を運営するのではなく、保護者のニーズが変わってきていることを受けて、認定こども園も含めて、保護者に選択してもらえる施設配置をしていくこと。　　特に、子どもの集団として適切な規模が維持できるようにしなければ、ならないこと。○そして単に教育と保育の受け皿をつくるということではなく、質の高い教育・保育を提供していくこと○アンバランスな子育ての拠点施設配置状況を踏まえ、子どもの多いところに子育て支援の拠点を適切に配置していくこと　　・この課題に対してどのように取り組んでいくか。それが計画の推進方向にまとめました。　まず、市立幼稚園を再編していきます。再編の基本的な考え方は、５か所ある市立幼稚園施設（または敷地）の有効活用していくこと。つまり施設の数は減らさないこと　次に、望ましい集団を維持するため、保育の必要な子どもも利用できるように、一部の幼稚園を認定こども園に移行すること　そして、幼稚園としてこれからも運営していく幼稚園は、保護者に選んでいただけるように魅力ある幼稚園にするため、その機能の充実を図っていくこととしました。



東幼稚園・半田幼稚園・東野幼稚園

各幼稚園の再編

○３年保育（３歳児の受入れ）の実施

○夏休み中も含めた預かり保育の実施

■給食の提供・・・・・実施時期、実施方法は未定

魅力ある幼稚園づくり

市立幼稚園として今後も運営

平成２９年度から

（市立こども園も同じ）

西幼稚園・南第二幼稚園

設置する認定こども園

認定こども園へ移行

区 分 内 容

類型 幼保連携型認定こども園

開園時期 平成３１年(2019年)４月 （予定）

利用年齢 保育利用：乳児～５歳児 教育利用：３歳～５歳児

設置・運営の主体 学校法人又は社会福祉法人

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、市立幼稚園として今後も運営するのは、東・半田・東野幼稚園の３園としました。この３園は、地域に乳幼児が多く、今後も一定規模の集団づくりが可能と考えられる園で、平成28年度の新入園児数や園周辺地域の就学前児童数のほか、施設の状況等を総合的に判断して決定しました。魅力ある幼稚園づくりとして、来年度から３年保育と夏休み中も含めた預かり保育に取り組みます。なお、市立こども園につきましても、来年度から実施します。次に、西幼稚園と南第二幼稚園は認定こども園に移行することとしました。この２園は、教育を希望する児童と保育を必要とする児童が合同で活動することによって、将来的にも一定規模の子どもの集団の維持が見込めると判断しました。認定、こども園には４つの類型がありますが、教育と保育の十分な定員を確保するため、幼保連携型認定こども園とし、きょうだいで利用していただくことも踏まえて、乳児から受入れができる施設といたします。設置・運営の主体は、学校法人又は社会福祉法人とし、市としてその設置・運営を支援していきます。



２．子育て支援拠点の適切な配置

○狭山中学校南側の市有地に建設

○中学生をはじめとする世代間の交流

狭山中学校区

・わんぱくプラザ

南中学校区

・ぽっぽえん

第三中学校区

・ファンズガーデン

狭山中学校区

・新施設
・わんぱくプラザ

南中学校区

・ぽっぽえん

第三中学校区

・ファンズガーデン

新施設

狭山中学校区

・新施設
・わんぱくプラザ

第三中学校区

・ファンズガーデン

南中学校区

・ぽっぽえん

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
子育て支援の拠点施設ですが、現在、対象となる乳幼児が最も多い狭山中学校にも、常時子育て中の親子が利用できるように、狭山中学校南側の市有地に第２子育て支援センターを建設することとしました。なお、この施設は親子の利用の他、地域の方々にも利用していただけるように、自習室なども設けていく予定です。中学校に隣接していることから、中学生をはじめとする世代間の交流ができるようにしてきたいと考えています。



平成28年度 ・平成29年度入園児の募集を停止 ・認定こども園の設置・運営事業者の選定

平成29年度 ・年長児のみで幼稚園を運営 ・幼稚園の廃園（年度末）

平成30年度 ・施設整備工事 ・認定こども園として園児募集

平成31年度 ・認定こども園の開設

平成28年度 ・平成29年度入園の３歳児・４歳児を募集

平成29年度 ・３歳児の保育（3年保育）の開始 ・預かり保育実施日の拡大（長期休業中を含む）

平成28年度 ・施設に付加する機能などの基本構想を決定 ・施設の設計

平成29年度 ・施設整備工事

平成30年度 ・施設開設

事業の実施スケジュール

（１）認定こども園の設置 ■対象施設：西幼稚園、南第二幼稚園

（２）市立幼稚園の充実 ■対象施設：東幼稚園、半田幼稚園、東野幼稚園

（３）子育て支援拠点施設の整備 ■設置予定地：狭山中学校南側市有地

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
事業のスケジュールですが、まず、認定こども園に移行する園につきましては、H29年度の入園児の募集を停止しました。そして、H29年度は年長児のみで幼稚園を運営し、そのお子さんたちの卒園をもって廃園とします。その後、認定こども園として整備工事を行う予定です。次に存続する幼稚園の充実につきましては、３年保育の本格導入、夏休み中も含めた預かり保育の拡充をH29年度から取り組んでいます。新たな子育て支援の拠点施設につきましては、今年度に設計を行い、来年度工事に着手し、平成３０年度の開設をめざしています。なお、整備工事の期間や開設の準備に要する期間も考慮しますと、４月当初開設ではなく、年度の途中になると考えています。
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